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I.はじめに
介護保険制度は制度導入から10年が経過し,国
民の生活に欠く事のできない社会保障制度として定
着してきた,また,高齢者の支援は生活する地域を
基盤として総合的に支援することが求められてお
り,地域包括ケアシステムの構築が急務である(厚
生労働省2010).
地域における高齢者への支援の多くは介護支援専
門員が担っている,そして,この介護支援専門員の
援助活動を支援し,ケアマネジメントの質の向上に
力を発揮しているのが主任介護支援専門員である.
Ⅱ.主任介護支援専門員とは
主任介護支援専門員(以下,主任ケアマネ)は,
2006年の地域包括支援センター(以下,包括セン
ター)創設に合わせて誕生した資格であった.
その役割は,国が示す『主任介護支援専門員研
修実施要綱』によると「保健・医療・福祉サービ
スの提供者との連絡調整,他の介護支援専門員に
対する助言,指導などケア・マネジメントの適切
で円滑に提供されるための必要な業務」とされて
いる(厚生労働省2006).
そのため主任ケアマネの職域のほとんどが包括
センターであり,それ以外において,主任ケアマ
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ネが配置されている例は稀であった.
しかし,2009年の介護報酬改定において,以前
は取得が困難であった居宅介護支援事業所(以下,
居宅事業所)の「特定事業所加算」の算定要件が緩
和された(図1).このことにより,これまで少数
の居宅事業所にしか配置されていなかった主任ケア
マネが,多数の居宅事業所に配置されることになっ
たつまり,主任ケアマネの職域が包括センターに
限定されなくなったわけである.
ただ,国の『主任介護支援専門員研修実施要綱』
は,主任ケアマネが包括センターに配置されること
を前提としたがノキュラムになっており,居宅事業
所に配置される主任ケアマネにとっては,十分な内
容になっておらず,現場において主任ケアマネとし
て実践する力量不足が懸念されている(環境新聞社
2009:10-27).
Ⅱ.本研究の日的
本研究の目的は,居宅事業所という新たな職域で
求められる主任ケアマネの役割を「医療機関との連
携に関する助言や指導」という視点から考察してい
くことである.
主任ケアマネは,介護支援専門員としての上位の
資格であるため,一般的に要求される機能,役乱
能力は幅広いものが考えられる,ただ,居宅事業所
において活躍する主任ケアマネには,包括センター
に配置されるそれとは異なる部分が存在するはずで
wmそれは,近年,病院や施設から在宅療養へと医療・
介護の政策が大きくシフトするなかで重要視されて
いる「医療機関との連携」であるといえる.
一例として,2009年の介護報酬改定では「医療
連携加算」,「退院・退所加算」が導入され,また,
2010年の診療報酬改定では「介護支援連携指導料」
が新設されるなど,各報酬上においても在宅療養支
援の評価が高まり,介護支援専門員は医療機関との
連携がより一層求められている.
しかし,介護支援専門員の中には医療機関,特に
医師との連携に課題を抱えるものも多いと報告され
ている(外山2005:1771).
そのためにも主任ケアマネには,他の介護支援専
門員に対する「医療機関との連携に関する助言や指
導」の能力が要求される.
そこで本研究は,2009年度の主任ケアマネ研修
の受講者に対して,「医療機関との連携に関する助
言や指導」に焦点を絞ったアンケート調査を行ない,
受講者の「医療機関との連携」に関する経験,他の
介護支援専門員への「医療機関との連携に関する助
言や指導」における課題を明らかする.
なお,主任ケアマネに関しての先行研究として,
川島・青野は主任ケアマネ研修開始当初の取組につ
いて報告し,研修全般の効果について述べている(川
島・青野2008:47-56),それによると,研修後
の主任ケアマネの活動状況としては,「介護支援専
門員の質の向上のための支援」,「介護支援専門員同
士のネットワークの構築」,「地域のインフォーマル
サービスとの連携作り」が多く取り組まれており,
研修の結果が反映されているが,一方で「ケアプラ
ン作成指導を通じた介護支援専門員へのケアマネジ
メント指導」が少ないという点を指摘している.
また中田は,主任ケアマネが行う他の介護支援専
門員に対するスーパービションを調査し,現状で
は十分機能していないことを指摘している(中田
2008:1-29).そのほか,渡部は主任ケアマネの
研修が介護支援専門員の研修として最上位に位置づ
けられている点から,主任ケアマネの職業倫理につ
いて研究を行っている(渡部2007:49-63).
しかし,いずれの先行研究も主任ケアマネの多く
が包括センターに配置されることが前提となってい
る時期のものであり,今日,多くの主任ケアマネが
居宅事業所で勤務する現状を捉えるものではない.
このような中,2009年の介護報酬改定後の状況
を捉えた論考として,井上は居宅事業所が特定事業
所加算による増収を目当てにした主任ケアマネの急
増は,ケアマネジメントの質の低下につながると指
摘している(井上2010:1-39).また,主任ケア
マネの居宅事業所-の配置に関連した量的調査とし
ては,東京都社会福祉協議会センター部会の報告
があるが,調査時期が2008年12月2009年1月で
あり,2009年4月の介護報酬改定の影響が反映さ
れていない(東京都社会福祉協議会センター部会
2010).
先行研究では,主任ケアマネの抱える様々な課題
を指摘してきたが,今後多くの主任ケアマネが居宅
事業所に配置されていくことを考えた場合,その主
任ケアマネが日常的に直面する医療機関との連携に
関する課題を言及した研究は散見されていない
Ⅳ.方法
1.対象
2009年度新潟県主任ケアマネ研修の受講者であ
る介護支援専門員
2.調査期間
2010年2月23日～3月末日
3.調査内容・項目
医療機関(病院・診療所)との連携の現状,在宅
医療に関わる社会資源の把握状況,主任介護支援専
門員として在宅療養支援を行う際の課題および回答
者属性等を問う調査内容とした.
4.倫理的配慮
調査票は個人が特定されないように無記名方式と
したまた,調査票を主任介護支援専門員研修の会
場で配布したため,調査への協力は対象者の意思を
尊重するため,「回答しないことで,その後の研修
において,不利益を被ることはない」ことを口頭と
文書による説明を行い,回答後は各自が投函する郵
送法とした.
V.結果
1.回収率
調査票は191部配布した.そのうち返送されたの
は129部で,回収率は68%であった.
2.回答者属性
回答者の属性は表1で示すとおりである.回答者
の86%が女性,年代は40-50代が78%,介護支援
専門員の経験年数は5年以上が96%となり主任ケ
アマネが介護支援専門員の最上位の研修である点か
ら見て,ベテラン介護支援専門員が受講していると
言える.
介護支援専門員の基礎資格を見ると介護福祉士,
社会福祉士など福祉系が62%,看護師など医療・
保健系が32%であった
研修の受講目的は,「特定事業所加算」の取得の
ためが70%であったなお,基礎資格と受講目的
による対応分析では,「保健師」と「地域包括支援
センターの主任介護支援専門員として従事するた
め」に関連が見られた.
3.医療機関(病院,診療所)との連携で感じた課題
これまでに,担当する利用者のプラン作成におい
て医療機関との連携で感じた課題としては,「主治
医との連絡・調整」が84%で「医療機関の退院支
援担当者との連絡・調整」,「利用者の症状・状態な
どの情報不足」と比較して有意に高かった(図2).
なお,具体的な課題として,自由回答では「突
然,『退院!』ということもあり,サービス調整が
不備なる」,「連絡なしに退院され,家族から後日連
絡がきた」,「主治医がケアマネの役割を理解してい
ないため協力が得られない」,「現場スタッフ(看護
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図2医療機関(病院・診療所)との連携で感じた課題
表 1 回答者の属性
性別 (n= 129) 基礎資格 n= 129
男性 18 14.00%介護福祉士 71 55.00%
女性 111 社会福祉士 10 7.80%
年代 n=129
看護師 27 20.90%
保健師 2.30%
30 ~ 39 22 17.10%准看護師 8 6.20%
40 ~ 49 54 41.90% 歯科衛生士 4 3.10%
50 ~ 59 47 36.40% その他 6 4.70%
60 ~ 6 4.70%
経験年数 n= 129
受講目的 n=126
地域包括支援センターで勤務 8 6.00%
3年未満 1 0.80% 特定事業所 I で勤務 6 5.00%
3 - 5年 4 3.10%特定事業所Ⅱで勤務 61 48.00%
5 ～ 7年 61 47.30% 特定事業所内の増員 21 17.00%
7年以上 63 その他 30 24.00%
師etc-うが介護保険をあまり理解されていない」(い
ずれも原文のまま)など,連携不足で十分な支援が
行えなかったことや.医療スタッフの介護保険や介
護支援専門員に対する理解不足による連携関係構築
の困難さが述べられている.
4.医療機関との連携の状況
2009年の介護報酬改定で新設された「医療連携
加算」の算定利用者については,84名(65%)が
利用者の支援に関連して,算定要件に基づ_き医療機
関に利用者に関する必要な情報を提供した実績があ
った(図3).
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図3「医療連携加算」の算定利用者について
5.医療機関との連携に関する助言や指導に対する
自信
主任ケアマネとして,他の介護支援専門員からの
在宅療養支援に関する相談への対応では,72名(57
%)が自信がない,または多少自信がないと答えて
おり,自信がある,多少自信がある,15名(11%)
を大幅に上回っていた(図4).
基礎資格を「福祉系」,「医療系」に分類し,「自
信の有無」の関連をx2検定で調べたが,有意な差
は見られなかった.ただ,対応分析では「福祉系」
と「自信がない」との関連が示された.
次に,介護支援専門員としての経験年数を「7年
未満」「7年以上」に分類し,「自信の有無」の関連
をx2検定,対応分析で調べたが,共に有意な差や
関連性は見られなかった
Ⅵ.考察
調査結果から研修を受講している介護支援専門員
は,経験年数のあるベテランであることがわかる.
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図4医療機関との連携に関する助言や指導に対する自信
これは研修の受講要件で一定の経験が求められて
いるからではあるが,ある程度の経験を経て,最上
位の研修として主任ケアマネの研修を受講している
わけである.
今回の調査の特徴的な部分としては,受講目的で
の回答であるといえる.つまり「特定事業所加算」
の取得のためが88名(70%)で,2009年の介護報
酬改定の影響が反映されているといえる.
このことから,主任ケアマネの職域はもはや包
括センターではなく,居宅事業所であるといえる.
これを裏付けるものとして,2010年5月1日現在,
新潟県での「特定事業所加算I・Ⅱ」届出全事業所
は151ヶ所に及んでいる(新潟県2010).
しかし,主任ケアマネが居宅事業所で日常的に活
躍する場合,今回の調査内容で焦点とした「医療機
関との連携に関する助言や指導」に関する能力が問
われることになる.
この点に関して,「医療連携加算」の実績で示し
たとおり,利用者に関する必要な情報を提供するな
ど,医療機関との連携は行われていることは明らか
である.しかし,主任ケアマネとして他の介護支援
専門員に対して助言や指導することに「自信がない」
と多くが回答していた.
つまり,利用者に対する日常的な支援として行っ
ている医療機関との連携がその場限りとなり,主任
ケアマネとして他の介護支援専門員に対して助言や
指導を行う能力-と高まるような実践の理論化が行
われていないのではないだろうか.
今後,主任ケアマネが居宅事業所において,他の
介護支援専門員に対して自信を持って,「医療機関
との連携に関する助言や指導」ができるようになる
ためには,主任ケアマネが自身の行っている医療機
関との連携内容やその方法を可視化理論化するこ
とが求められる.
ただ,このように自身の経験を客観的に評価し,
普遍的な援助モデルを構築する能力は「医療機関と
の連携に関する助言や指導」のみに通用するもので
はなく,他の介護支援専門員を支援するために,主
任ケアマネとして求められる役割全体にとっても重
要な能力である.
しかし,これらを実現するには,主任ケアマネに
対する研修のあり方を検討する必要がある.先にも
触れたが国の『主任介護支援専門員研修実施要綱』
は現状に沿ったものとは言ない.また,入口の養成
研修だけに留まらず,居宅事業所での業務に就いた
後の現任研修など,「居宅事業所における主任ケア
マネ」という新たな視点での研修体系構築が早急に
求められていると言える.
Ⅶ.まとめ
今回の調査は,近年,居宅事業所が在宅療養支援
の強化を求められている点から,「医療機関との連
携に関する助言や指導」に焦点を絞った.
結果として居宅事業所に配置される主任ケアマネ
は「医療機関との連携に関する助言や指導」に自信
がないことがわかった.
しかし,残念ながら,今回の調査ではこの結果の
要因が,「経験不足」なのか「知識不足」なのか,
また「助言や指導」というスキルの不足なのかが,
明確になっていない.
また,今回の調査で焦点から除外した部分,スー
パービジョン,コミュニティ・ソーシャルワークな
ど,主任ケアマネとして必要な他の能力に関しても
居宅事業所における主任ケアマネという視点での研
究が必要であり,今後の研究課題として位置づけた
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